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第一部 【企業情報】 

 

第１ 【企業の概況】 

 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 
第75期 

第２四半期 
連結累計期間 

第74期 

会計期間 
自 2021年４月１日 
至 2021年９月30日 

自 2020年４月１日 
至 2021年３月31日 

売上高 (千円) 3,771,781 7,694,241 

経常利益 (千円) 452,338 623,472 

親会社株主に帰属する 
四半期（当期）純利益 

(千円) 320,826 411,031 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 315,339 416,082 

純資産額 (千円) 1,959,791 1,729,858 

総資産額 (千円) 9,096,822 8,959,444 

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 71.85 92.06 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

(円) － － 

自己資本比率 (％) 21.5 19.3 

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 301,733 1,046,745 

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △201,378 △156,076 

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △90,004 △877,336 

現金及び現金同等物の 
四半期（当期）末残高 

(千円) 562,087 546,537 

 

回次 
第75期 

 第２四半期 
 連結会計期間 

会計期間 
自 2021年７月１日 
至 2021年９月30日 

１株当たり四半期純利益 (円) 36.26 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首

から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等につ

いては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。 
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２ 【事業の内容】 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。 

なお、2021年４月１日付で当社を吸収合併存続会社とし、当社の連結子会社であった株式会社ｉＥＰＯを吸収合併

消滅会社とする吸収合併を行ったため、第１四半期連結会計期間から連結の範囲から除外しております。 

また、同じく2021年４月１日付で当社の連結子会社である株式会社フィニティを吸収合併存続会社とし、当社の連

結子会社（完全孫会社）であったあけぼのサービス有限会社を吸収合併消滅会社とする吸収合併を行ったため、あけ

ぼのサービス有限会社を連結の範囲から除外しております。 
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第２ 【事業の状況】 

 

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期連結累計期間において、当新規上場申請のための四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等

に関する事項のうち、経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える

可能性があると認識している主要なリスクの発生又は新規上場申請のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、引き続き今後の経過によっては、当社グループの事業活動及び収

益確保に影響を及ぼす可能性があります。 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 

(1) 経営成績等の状況の概要 

① 経営成績の状況 

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、昨年から続く新型コロナウイルス感染症拡大の影響が長期

化する中で、緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置が広い範囲で断続的に適用され、経済活動の制限や個人消

費の低迷が続いております。新型コロナウイルスワクチン接種の進展に伴い経済活動の本格的再開が期待されて

いますが、新たな変異株による感染懸念など先行き不透明な状況が続いております。 

建設業界におきましては、低金利政策の恩恵や昨年の需要の落ち込みの反動等もあり、日本国内の新設住宅着

工戸数は、前年同月比で増加傾向（７月9.9％増、８月7.5％増、９月4.3％増）であるものの、引き続き新型コロ

ナウイルス感染症による経済への影響や、人件費及び資材価格の高騰などの懸念もあり、今後も建設業界の変化

に注視する必要があります。 

このような状況のもと、当第２四半期連結累計期間の売上高は3,771,781千円、営業利益は426,247千円、経常

利益は452,338千円となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は320,826千円となりました。なお、収益認識会

計基準等の適用により、当第２四半期連結累計期間の売上高は229,556千円減少しておりますが、営業利益及び経

常利益は2,563千円の増加となりました。 

 

各セグメント別の状況は以下のとおりです。 

 

＜バイオマテリアル事業＞ 

新型コロナウイルス感染症の影響による企業活動低迷、ウッドショックにおける市場の冷え込みも予測され

ましたが、住宅ローン控除の再延期等により住宅着工戸数が前年比較にて大きく増加となり、解体工事の発生

が多い状況となりました。木質燃料チップユーザーの故障等による木質燃料チップ市場の供給過多は解消され、

市場は順調に推移しました。好況な市場動向にあわせて、顧客への木材持込キャンペーン等の入荷促進活動を

行い、入荷増量に注力致しました。また、愛知県東三河における設楽ダム関連工事の木材処理を受注し、ＣＥ

ＰＯ半田バイオマス発電所への安定的な燃料供給へ繋げました。その他、中国経済好景気の影響により鉄相場

が大幅に上昇し、木質処理工程にて発生する鉄くず（釘等）の有価販売売上に大きく貢献致しました。以上の

結果、セグメント売上高は2,682,763千円、セグメント利益は451,181千円となりました。なお、収益認識会計

基準等の適用により、当第２四半期連結累計期間の売上高は226,567千円減少しておりますが、経常利益には影

響ありません。 

 

＜資源循環事業＞ 

新型コロナウイルス感染症拡大対策による在宅勤務の定着化により郊外への住居（拠点）移動が活発化し、

大都市周辺への新築住宅建設が活発な状況となりました。当社事業エリアである千葉県においては、一昨年の

台風災害からの復旧による新築需要もあり特に顕著な状況となりました。一方で、ウッドショックの影響によ

り建築木材が入手難の為、工期の延長や着工遅れが発生しており、住宅価格にも影響を及ぼす状況となってお

ります。そのような状況のもと、郊外で拠点を新規開設する住宅メーカーをターゲットに営業を行い、新規大
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手顧客を確保し、取扱数量の増量を図りました。以上の結果、セグメント売上高は691,677千円、セグメント利

益は66,455千円となりました。なお、収益認識会計基準等の適用により、当第２四半期連結累計期間の売上高

は8,406千円減少しておりますが、経常利益には影響ありません。 

 

＜環境物流事業＞ 

欧米の新型コロナウイルス感染症拡大や中国の景気回復による海上コンテナー不足から世界的な物流コスト

増等により物流機器需要が低調に推移しました。また、ウッドショックによる木材価格の高騰により、新規材

料の確保が難しく、納期まで時間がかかる状況が続いております。そのような状況のもと、大手企業から排出

された木製パレットを原材料とする木製再生パレットの販売に活路を見出し、中古リニューアル製品の販売に

注力致しました。また、ＳＤＧｓ意識の広まりに伴い、廃棄物削減を目指す企業が増え、当社のリサイクルに

関心を持つ企業や地方自治体が増えてきました。強化段ボール製品においては、弥富市及び常滑市と災害時用

段ボールベッドの供給協定を締結致しました。今後も他の自治体と協定締結を進めてまいります。以上の結果、

セグメント売上高は346,282千円、セグメント損失は12,589千円となりました。なお、収益認識会計基準等の適

用による影響はありません。 

 

＜その他＞ 

環境コンサルティング事業において、新型コロナウイルス感染症による営業活動が制限される中、オンライ

ンセミナー等のリモート営業の推進により、ＳＤＧｓ関連の環境コンサルティングサービスが堅調に推移致し

ました。以上の結果、セグメント売上高は211,331千円、セグメント損失は15,073千円となりました。なお、収

益認識会計基準等の適用により、当第２四半期連結累計期間の売上高は5,417千円増加し、経常利益は2,563千

円の増加となりました。 

 

② 財政状態の状況 

（資産） 

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は9,096,822千円となり、前連結会計年度末から137,377千円

増加しました。主な要因は以下のとおりであります。 

流動資産は前連結会計年度末から143,115千円減少しました。これは主に現金及び預金が61,549千円、仕掛品

が59,486千円減少したことによるものです。 

固定資産は前連結会計年度末から280,548千円増加しました。これは主に、建設仮勘定が202,458千円、保険

積立金が77,609千円増加したことによるものです。 

 

（負債） 

当第２四半期連結会計期間末における負債合計は7,137,031千円となり、前連結会計年度末から92,554千円減

少しました。主な要因は以下のとおりであります。 

流動負債は前連結会計年度末から63,607千円減少しました。これは主に、未払法人税等が23,600千円、支払

手形及び買掛金が14,118千円減少したことによるものです。 

固定負債は前連結会計年度末から28,946千円減少しました。これは主に、長期借入金が61,679千円減少した

ことによるものです。 

 

（純資産） 

当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は1,959,791千円となり、前連結会計年度末から229,932千

円増加しました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により利益剰余金が235,418千円増加し

たことによるものです。 
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② キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、562,087千円となりまし

た。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。 

 

a 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動による資金の増加は、301,733千円となりました。主な要因は、税金等調整前四半期純利益468,188千

円、棚卸資産の減少72,116千円、売上債権の減少19,641千円によるものです。 

 

b 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動による資金の減少は、201,378千円となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出

294,295千円によるものです。 

 

c 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動による資金の減少は、90,004千円となりました。主な要因は、長期借入れによる収入が500,000千円あ

ったものの、長期借入金の返済による支出527,865千円、リース債務の返済による支出112,183千円、配当金の支

払89,298千円があったことによるものです。 

 

(2) 経営方針・経営戦略等 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。 

 

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 

(4) 研究開発活動 

当第２四半期連結累計期間における当社グループが支出した研究開発活動に関する費用の総額は、17,063千円で

あります。 

なお、当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

 

３ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

 (注)2021年10月19日開催の臨時株主総会において、発行可能株式総数を17,920,000株にする定款変更が承認されて

おります。 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 
第２四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(2021年９月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(2022年３月18日) 

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 4,480,000 4,480,000 非上場 
 単元株式数は100株 
 であります。 

計 4,480,000 4,480,000 ― ― 

(注)2021年10月19日開催の臨時株主総会決議により１単元を100株とする単元株制度を採用しております。 

 

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

 

② 【その他の新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

2021年７月１日～ 
2021年９月30日 

― 4,480,000 ― 310,000 ― 58,145 

 

(5) 【大株主の状況】 

  2021年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

 (株) 

発行済株式(自己
株式を除く。)の 
 総数に対する 
 所有株式数 
 の割合(％) 

山口 直彦 愛知県名古屋市緑区 1,203,112 26.95 

有限会社 ヤマグチ 愛知県名古屋市緑区鳴海町字宿地94番地 940,000 21.05 

山口 昭彦 愛知県名古屋市熱田区 661,856 14.82 

フルハシＥＰＯ従業員持株会 愛知県名古屋市中区金山一丁目14-18 308,238 6.90 

高取 陽子 愛知県名古屋市瑞穂区 203,152 4.55 

山口 郁子 愛知県名古屋市熱田区 171,000 3.83 

山口 まどか 愛知県名古屋市緑区 120,000 2.69 

岡田 光男 愛知県名古屋市熱田区 97,000 2.17 

伊藤 元光 岐阜県海津市 87,160 1.95 

野口 まさこ 愛知県名古屋市名東区 79,800 1.79 

計 ― 3,871,318 86.71 

(注) 発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しており

ます。 
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   2021年９月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 
普通株式 ― ― 

15,080 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

4,464,920 ― 
4,464,920 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 4,480,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,464,920 ― 

 

② 【自己株式等】 

    2021年９月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
フルハシＥＰＯ株式会社 

名古屋市中区金山一丁目14
番18号 

15,080 ― 15,080 0.34 

計 ― 15,080 ― 15,080 0.34 

 

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 
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第４ 【経理の状況】 

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令第

64号)に基づいて作成しております。 

 

２ 監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年９月30日まで)及び第２四半期連結累計

期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、有限責任あずさ監査法人による

四半期レビューを受けております。 

 

３ 最初に提出する四半期報告書の記載上の特例 

当新規上場申請のための四半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の４の７-６」の規定に準じて前年同四

半期との対比は行っておりません。 
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１ 【四半期連結財務諸表】 

(1) 【四半期連結貸借対照表】 

  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2021年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2021年９月30日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 768,850 707,301 

  受取手形及び売掛金 944,126 － 

  受取手形、売掛金及び契約資産 － 925,684 

  商品及び製品 40,365 34,615 

  仕掛品 126,457 66,971 

  原材料及び貯蔵品 28,585 26,873 

  その他 125,825 127,679 

  貸倒引当金 △9,408 △7,438 

  流動資産合計 2,024,802 1,881,686 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,998,013 1,962,451 

   機械装置及び運搬具（純額） 388,028 362,662 

   土地 2,693,424 2,693,424 

   リース資産（純額） 435,021 505,115 

   建設仮勘定 70,904 273,363 

   その他（純額） 29,312 33,302 

   有形固定資産合計 5,614,705 5,830,320 

  無形固定資産   

   リース資産 58,391 45,676 

   その他 27,655 27,487 

   無形固定資産合計 86,047 73,164 

  投資その他の資産   

   投資有価証券 360,337 350,476 

   長期貸付金 18,531 17,892 

   繰延税金資産 173,903 176,235 

   保険積立金 586,043 663,653 

   その他 96,582 105,094 

   貸倒引当金 △1,564 △1,702 

   投資その他の資産合計 1,233,833 1,311,650 

  固定資産合計 6,934,586 7,215,135 
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  (単位：千円) 

 
前連結会計年度 
(2021年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(2021年９月30日) 

 繰延資産   

  社債発行費 55 － 

  繰延資産合計 55 － 

 資産合計 8,959,444 9,096,822 

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 193,134 179,015 

  短期借入金 430,000 579,950 

  １年内償還予定の社債 10,000 － 

  １年内返済予定の長期借入金 981,362 1,017,073 

  リース債務 167,866 191,798 

  未払法人税等 177,712 154,112 

  賞与引当金 123,741 122,312 

  その他 1,135,801 911,748 

  流動負債合計 3,219,618 3,156,010 

 固定負債   

  長期借入金 3,009,351 2,947,672 

  リース債務 363,138 394,250 

  役員退職慰労引当金 283,000 289,109 

  退職給付に係る負債 232,262 243,684 

  資産除去債務 67,943 68,140 

  その他 54,271 38,164 

  固定負債合計 4,009,967 3,981,020 

 負債合計 7,229,585 7,137,031 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 310,000 310,000 

  資本剰余金 58,565 58,565 

  利益剰余金 1,346,072 1,581,490 

  自己株式 △4,026 △4,026 

  株主資本合計 1,710,610 1,946,029 

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 8,785 3,480 

  為替換算調整勘定 10,462 10,280 

  その他の包括利益累計額合計 19,248 13,761 

 純資産合計 1,729,858 1,959,791 

負債純資産合計 8,959,444 9,096,822 
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 

【四半期連結損益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年９月30日) 

 売上高 3,771,781 

 売上原価 2,069,484 

 売上総利益 1,702,297 

 販売費及び一般管理費 ※1 1,276,050 

 営業利益 426,247 

 営業外収益  

  受取利息 102 

  受取配当金 13,807 

  受取保険金 13,109 

  持分法による投資利益 16,026 

  その他 9,260 

  営業外収益合計 52,306 

 営業外費用  

  支払利息 24,416 

  その他 1,799 

  営業外費用合計 26,215 

 経常利益 452,338 

 特別利益  

  固定資産売却益 17,965 

  特別利益合計 17,965 

 特別損失  

  固定資産除却損 2,114 

  特別損失合計 2,114 

 税金等調整前四半期純利益 468,188 

 法人税、住民税及び事業税 147,316 

 法人税等調整額 45 

 法人税等合計 147,362 

 四半期純利益 320,826 

 親会社株主に帰属する四半期純利益 320,826 
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【四半期連結包括利益計算書】 

【第２四半期連結累計期間】 

 (単位：千円) 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年９月30日) 

 四半期純利益 320,826 

 その他の包括利益  

  その他有価証券評価差額金 △5,304 

  為替換算調整勘定 △181 

  その他の包括利益合計 △5,486 

 四半期包括利益 315,339 

  (内訳)  

  親会社株主に係る四半期包括利益 315,339 

  非支配株主に係る四半期包括利益 ― 
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

 (単位：千円) 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年９月30日) 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  

  税金等調整前四半期純利益 468,188 

  減価償却費 227,029 

  貸倒引当金の増減額(△は減少) △1,832 

  賞与引当金の増減額(△は減少) △1,429 

  役員退職慰労引当金の増減額(△は減少) 6,109 

  退職給付に係る負債の増減額(△は減少) 11,430 

  受取利息及び受取配当金 △13,909 

  支払利息 24,416 

  持分法による投資利益 △16,026 

  固定資産売却益 △17,965 

  固定資産除却損 2,114 

  売上債権の増減額(△は増加) 19,641 

  棚卸資産の増減額(△は増加) 72,116 

  仕入債務の増減額(△は減少) △15,075 

  その他 △300,648 

  小計 464,158 

  利息及び配当金の受取額 32,153 

  利息の支払額 △24,227 

  法人税等の支払額 △170,349 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 301,733 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  

  有形固定資産の取得による支出 △294,295 

  有形固定資産の売却による収入 19,406 

  無形固定資産の取得による支出 △4,227 

  貸付金の回収による収入 637 

  その他 77,099 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △201,378 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  

  短期借入金の増減額(△は減少) 149,343 

  長期借入れによる収入 500,000 

  長期借入金の返済による支出 △527,865 

  社債の償還による支出 △10,000 

  リース債務の返済による支出 △112,183 

  配当金の支払額 △89,298 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △90,004 

 現金及び現金同等物に係る換算差額 5,199 

 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) 15,550 

 現金及び現金同等物の期首残高 546,537 

 現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 562,087 
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【注記事項】 

(会計方針の変更等) 

(収益認識に関する会計基準等の適用) 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。 

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、バイオマテリアル事業及び資源循環事業に係る収益について、

従来は、総額で収益を認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における役割（本人又は代理人）を

判断した結果、一部の取引について純額で収益を認識する方法に変更しております。 

 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は229,556千円減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税金

等調整前四半期純利益は2,563千円の増加となりました。また、利益剰余金の当期首残高は3,891千円増加しており

ます。 

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表示するこ

ととしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新た

な表示方法により組替えを行っておりません。 

 

(時価の算定に関する会計基準等の適用) 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はあり

ません。 
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(四半期連結貸借対照表関係) 

保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。 

 

 
前連結会計年度 
(2021年３月31日) 

 当第２四半期連結会計期間 
（2021年９月30日）  

ＣＥＰＯ半田バイオマス発電㈱ 1,634,780千円 1,571,670千円 

川崎バイオマス発電㈱ 48,360 〃 35,880 〃 

計 1,683,140千円 1,607,550千円 

 

(四半期連結損益計算書関係) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年９月30日) 

運賃及び荷造費 389,300千円 

給料及び手当 278,483 〃  

賞与引当金繰入額 44,915 〃  

退職給付費用 6,129 〃  

役員退職慰労引当金繰入 6,109 〃 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお 

  りであります。 

 

当第２四半期連結累計期間 
（自 2021年４月１日 
  至 2021年９月30日） 

現金及び預金勘定 707,301千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △145,213 〃 

現金及び現金同等物 562,087千円 
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(株主資本等関係) 

当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日) 

１ 配当金支払額 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

2021年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 89,298 20.00 2021年３月31日 2021年６月29日 利益剰余金 

 

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末

日後となるもの 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

 (千円) 
１株当たり 
 配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

2021年11月18日 
取締役会（予定） 

普通株式 89,298 20.00 2021年９月30日 2021年11月19日 利益余剰金 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

  当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日) 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報 

        (単位：千円) 

 

報告セグメント 
その他事業 
 (注)１ 

合計 
調整額 
(注)２ 

四半期連結損
益計算書計上
額(注)３ 

バイオマテ
リアル事業 

資源循環 
事業 

環境物流 
事業 

計 

売上高         

 廃棄物処分・ 
 収集運搬 

1,608,029 673,940 90 2,282,060 120 2,282,180 － 2,282,180 

 製品・商品  
 (注)４ 

923,063 1,555 343,094 1,267,714 804 1,268,518 － 1,268,518 

 その他(注)５ 121,576 12,746 － 134,323 86,759 221,082 － 221,082 

 顧客との契約 
 から生じる 
 収益 

2,652,669 688,242 343,184 3,684,097 87,684 3,771,781 － 3,771,781 

 外部顧客への 
 売上高 

2,652,669 688,242 343,184 3,684,097 87,684 3,771,781 － 3,771,781 

 セグメント間 
 の内部売上高 
 又は振替高 

30,093 3,434 3,097 36,626 123,647 160,273 △160,273 － 

計 2,682,763 691,677 346,282 3,720,723 211,331 3,932,055 △160,273 3,771,781 

セグメント利益 
又は損失（△） 

451,181 66,455 △12,589 505,047 △15,073 489,973 △37,635 452,338 

 （注）１．「その他事業」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、環境コンサルティング、 

      セキュリティ等を含んでおります。 

２．セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

３．セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

４．「製品・商品」の主なものは「バイオマテリアル事業」における木質チップと、「環境物流事業」におけ 

  る木質パレット等を含む物流機器の販売であります。 

５．「その他」の主なものは「バイオマテリアル事業」と「資源循環事業」における有価物売却であります。 

 

２ 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

  該当事項はありません。 
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(収益認識関係) 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。 

 

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 
当第２四半期連結累計期間 
(自 2021年４月１日 
至 2021年９月30日) 

１株当たり四半期純利益 71円85銭 

(算定上の基礎)  

 親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 320,826 

 普通株主に帰属しない金額(千円) － 

 普通株式に係る親会社株主に帰属する 
 四半期純利益(千円) 

320,826 

 普通株式の期中平均株式数(株) 4,464,920 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 

２ 【その他】 

該当事項はありません。 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

 

該当事項はありません。 

─ 20 ─






	新規上場申請のための四半期報告書
	表紙
	扉
	目次
	第一部　【企業情報】
	第１　【企業の概況】
	１　【主要な経営指標等の推移】
	２　【事業の内容】

	第２　【事業の状況】
	１　【事業等のリスク】
	２　【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	３　【経営上の重要な契約等】

	第３　【提出会社の状況】
	１　【株式等の状況】
	２　【役員の状況】

	第４　【経理の状況】
	１　【四半期連結財務諸表】
	２　【その他】


	第二部　【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書




